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【参考Ⅰ】 社会福祉法人の経営分析（６頁参照）

                      

１．経営分析結果の主な数値

（１）特別養護老人ホームを主として運営する法人（３０法人）

① 安定性分析（流動比率）     ３７０．８％

   ② 収益性分析（収益高経常利益率）   １．０％

   ③ 償還力分析（長期借入金償還力）   ２．４倍

   ④ 経営安全率分析              １．３％

   ⑤ 高額繰越金比率          ６６．３％

   ⑥ 経常収益人件費比率           ６６．８％

   

（２）保育所を主として運営する法人（３１法人）

① 安定性分析（流動比率）    ２１１．２％

② 収益性分析（収益高経常利益率） ５．８％

③ 償還力分析（長期借入金償還力）   ２．５倍

④ 経営安全率分析                  ６．５％

⑤ 高額繰越金比率          ４４．９％

   ⑥ 経常収益人件費比率             ７０．１％

（３）障害者（児）福祉施設を主として運営する法人（２９法人）

① 安定性分析（流動比率） ５８４．４％

② 収益性分析（収益高経常利益率） ３．６％

③ 償還力分析（長期借入金償還力）   ６．８倍

④ 経営安全率分析                  ４．０％

   ⑤ 高額繰越金比率            ９６．７％

   ⑥ 経常収益人件費比率        ６４．２％
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２．特別養護老人ホームを主として運営する法人の経営分析結果

特別養護老人ホーム等を主たる事業として運営している社会福祉法人３０法人について、

経営分析を行いました。

（１）安定性分析

流動比率、固定比率、自己資本比率の３つの指標で安定性の判定を行いました。

① 流動比率

  流動負債に対する流動資産の割合を示すものであり、法人の短期的な支払能力を表す基

本比率です。高いほど、短期的な支払能力が高いことを表します。平均値でみると、

３７０．８％となっており、短期的支払能力が高いことを示しています。

② 固定比率  

    自己資本に対する固定資産の割合を示すものであり、低いことが望ましい傾向です。こ

の比率が１００％以下であれば、法人が所有する固定資産は自己資本だけで調達している

ことになります。平均値でみると、１０２．４％となっています。

③ 自己資本比率

総資本に対する自己資本の割合を示し、資本構造の健全性を表す重要な指標になります。

  平均値で６９．６％であり、健全性が高いことがわかります。

（２）収益性分析

    収益高経常利益率、総資本経常利益率の２つの指標で収益性の判定を行いました。

① 収益高経常利益率

収益に対する経常利益の割合を示したものであり、平均値でみると１．０％です。

② 総資本経常利益率

   総資本に対して何パーセントの経常利益が出ているかを表す比率です。つまり、経営活

動によって使用された総資本に対して経常利益がどのくらい出たかを判断する場合に用

いるので、高いほどよいとされています。平均値で見ると０．５％となっています。

（３）生産性分析

労働生産性の指標で生産性の判定を行いました。

   労働生産性の一般的な測定は、分子に収益、分母に平均従業員数を用いて行いますが、

監査資料からは正確に把握できないので、人件費で代替しました。平均値は１４９．６％

であり、これは、法人が１００の人件費を投入して１４９．６のリターンを得たことを示

しています。

（４）償還力分析

償還力を、償却前経常増減差額／設備資金借入金元金償還支出の算式で計算しました。

平均値でみると、２．４倍となっており、これは、１年間に返済しなければならない設備

資金借入金元金償還額の２．４倍の利益があることを示します。
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（５）経営安全率分析

   経営安全率は、（１－損益分岐点収入／収益）×１００の算式で計算したものであり、

この数値（％）だけ収入がダウンした場合に収支０（減価償却後）になることを表してい

ます。平均値でみると、１．３％となっており、収入が１．３％ダウンした場合に、収支

０（減価償却後）になることを示しています。

３．保育所を主として運営する法人の経営分析結果

保育所を主たる事業として運営している社会福祉法人３１法人について経営分析を行いま

した。

（１）安定性分析

  流動比率、固定比率、自己資本比率の３つの指標で安定性の判定を行いました。

① 流動比率

  流動負債に対する流動資産の割合を示すものであり、法人の短期的な支払能力を表す基

本比率です。高いほど、短期的な支払能力が高いことを表します。平均値でみると、

２１１．２％となっており短期的支払能力は高いことを示しています。

② 固定比率

   自己資本に対する固定資産の割合を示すものであり、低いことが望ましい傾向です。こ

の比率が１００％以下であれば、法人が所有する固定資産は自己資本だけで調達している

ことになります。平均値でみると、１１４．１％となっています。

③ 自己資本比率

   総資本に対する自己資本の割合を示し、資本構造の健全性を表す重要な指標です。平均

値で７２．４％であり、健全性が高いことがわかります。

（２）収益性分析

   収益高経常利益率、総資本経常利益率の２つの指標で収益性の判定を行いました。

①  収益高経常利益率

収益に対する経常利益の割合を示したものであり、平均値でみると、５．８％です。

② 総資本経常利益率

   総資本に対して何パーセントの経常利益が出ているかを表す比率です。つまり、経営活

動によって使用された総資本に対して経常利益がどのくらい出たかを判断する場合に用

いるので、高いほどよいとされています。平均値で見ると３．２％となっています。

（３）生産性分析

   労働生産性の指標で生産性の判定を行いました。

  労働生産性の一般的な測定は、分子に収益、分母に平均従業員数を用いて行いますが、

監査資料からは正確に把握できないので、人件費で代替しました。平均値は１４２．６％
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であり、これは、法人が１００の人件費を投入して１４２．６のリターンを得たことを示

しています。

（４）償還力分析

償還力を、償却前経常増減差額／設備資金借入金元金償還支出の算式で計算しました。

平均値でみると、２．５倍となっており、これは、１年間に返済しなければならない設備

資金借入金元金償還額の２．５倍の利益があることを示します。

（５）経営安全率分析

   経営安全率は、（１－損益分岐点収入／収益）×１００の算式で計算したものであり、

この数値（％）だけ収入がダウンした場合に収支０（減価償却後）になることを表してい

ます。平均値でみると、６．５％となっており、収入が６．５％ダウンした場合に、収支

０（減価償却後）になることを示しています。

４．障害者（児）福祉施設を主として運営する法人の経営分析結果

障害者（児）福祉施設を主たる事業として運営している社会福祉法人２９法人について経

営分析を行いました。

（１）安定性分析

   流動比率、固定比率、自己資本比率の３つの指標で安定性の判定を行いました。

① 流動比率

   流動負債に対する流動資産の割合を示すものであり、法人の短期的な支払能力を表す基

本比率です。高いほど、短期的な支払能力が高いことを表します。平均値でみると、

５８４．４％となり、短期的支払能力が高いことを示しています。

② 固定比率

  自己資本に対する固定資産の割合を示すものであり、低いことが望ましい傾向です。こ

の比率が１００％以下であれば、法人が所有する固定資産は自己資本だけで調達している

ことになります。平均値でみると、８１．４％となっています。

③ 自己資本比率

   総資本に対する自己資本の割合を示し、資本構造の健全性を表す重要な指標です。平均

値で８８．３％であり、健全性が高いことがわかります。

（２）収益性分析

   収益高経常利益率、総資本経常利益率の２つの指標で収益性の判定を行いました。

① 収益高経常利益率

   収益に対する経常利益の割合を示したものであり、平均値でみると、３．６％です。
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② 総資本経常利益率

   総資本に対して何パーセントの経常利益が出ているかを表す比率です。つまり、経営活

動によって使用された総資本に対して経常利益がどのくらい出たかを判断する場合に用

いるので、高いほどよいとされています。平均値で見ると１．６％となっています。

（３）生産性分析

   労働生産性の指標で生産性の判定を行いました。

   労働生産性の一般的な測定は、分子に収益、分母に平均従業員数を用いて行いますが、

監査資料からは正確に把握できないので、人件費で代替しました。平均値は１５４．９％

であり、これは、法人が１００の人件費を投入して１５４．９のリターンを得たことを示

しています。

（４）償還力分析

償還力を、償却前経常増減差額／設備資金借入金元金償還支出の算式で計算しました。

平均値でみると、６．８倍となっており、これは、１年間に返済しなければならない設

備資金借入金元金償還額の６．８倍の利益があることを示します。

（５）経営安全率分析

   経営安全率は、（１－損益分岐点収入／収益）×１００の算式で計算したものであり、

この数値（％）だけ収入がダウンした場合に収支０（減価償却後）になることを表してい

ます。平均値でみると、４．０％となっており、収入が４．０％ダウンした場合に、収支

０（減価償却後）になることを示しています。
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５ 経営分析値（令和5年度決算）

計算式
特別養護

老人ホーム 系
保育所 系

 障害者（児）
福祉施設 系

流動資産　　　① 645,356 152,198 655,267
固定資産　　　② 1,599,451 722,221 1,674,895
資産計　　　　③ ①＋② 2,244,807 874,419 2,330,162
流動負債　　　④ 174,043 72,055 112,128
固定負債　　　⑤ 509,075 169,259 161,134
負債計　　　　⑥ ④＋⑤ 683,118 241,314 273,262
純資産　　　　⑦ 1,561,453 633,105 2,057,838
　うち積立金 105,321 113,757 427,527
負債及び純資産計⑧ ⑥＋⑦ 2,244,571 874,419 2,331,100

収益 収益計　　　⑨ 974,457 485,080 1,044,628
費用計　　　⑩ ⑪＋～⑮ 964,576 457,025 1,013,417
人件費 　　　 ⑪ 651,570 340,214 674,176
事務費　　　　⑫ 85,506 51,280 93,123
事業費　　　　⑬ 159,890 50,607 118,895
減価償却費　　⑭ 81,287 31,210 71,542
その他　　　　⑮ △ 13,677 △ 16,286 55,681
サービス活動増減差額⑯ ⑨－⑩ 9,881 28,055 31,211
サービス活動外増減差額⑰ 331 227 6,160
経常増減差額　　⑱ ⑯＋⑰ 10,212 28,282 37,371
償却前経常増減差額⑲ ⑭＋⑱ 91,499 59,492 108,913
次期繰越活動増減差額⑳ 926,818 194,172 1,101,526
設備資金借入金元金償還支出 37,514 23,357 16,086
当期末支払資金残高 540,896 104,237 582,989
総資本経常利益率（％） ⑱／⑧ 0.5% 3.2% 1.6%
収益高経常利益率（％） ⑱／⑨ 1.0% 5.8% 3.6%
収益額事業費比率（％） ⑬／⑨ 16.4% 10.4% 11.4%
総資本回転率（回） ⑨／⑧ 0.4 0.6 0.4
労働生産性（％） ⑨／⑪ 149.6% 142.6% 154.9%
労働分配率（％） ⑪／⑨ 66.9% 70.1% 64.5%
自己資本比率 ⑦／⑧ 69.6% 72.4% 88.3%
負債比率（％） ⑥／⑦ 43.7% 38.1% 13.3%
流動比率（％） ①／④ 370.8% 211.2% 584.4%
固定比率（％） ②／⑦ 102.4% 114.1% 81.4%
固定長期適合率（％） ②／（⑤＋⑦） 77.2% 90.0% 75.5%
長期借入金償還力（倍） ※１ 2.4 2.5 6.8
高額繰越金比率（％） ※２ 66.3% 44.9% 96.7%
損益分岐点（千円） ※３ 962,241 453,504 1,002,457
経営安全率（％） ※４ 1.3% 6.5% 4.0%

※５ 73.8% 79.9% 71.6%
※６ 66.8% 70.1% 64.2%

　　※１  （経常増減差額⑱＋減価償却費⑭）／設備資金借入金元金償還支出
　　※２  （当期末支払資金残高＋積立金）／⑨
　　※３  （⑪＋⑫＋⑭＋⑮－⑰）／（１－⑬／⑨）
　　※４  （１－損益分岐点収入／収益）
　　※５  人件費⑪／費用（減価償却費を除く）（⑩－⑭）
　　※６  人件費⑪／経常収益（⑨＋⑰）

損
益

人件費比率（％）

WAMNET:社会福祉法人の財務諸表等電子開示システムデータにより作成

経常収益人件費比率（％）

（金額単位：千円、１法人平均）
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【参考Ⅱ】 社会福祉施設の県内平均給与額

入所者・利用者の処遇を適切に行うためには、それを支える職員の処遇（給与等）をよくす

ることも重要です。法人等の監査では、給与規程に則った給与、諸手当が支給されているか確

認しています。次表は、令和６年４月１日現在の県の監査対象となる社会福祉施設の正規職員

の平均年齢、平均給与額（※）をまとめたものです。

※平均給与額とは、正規職員の本俸＋特殊業務手当の合計を平均している。

（１）平均年齢・平均給与（老人福祉施設） （単位：歳、円）

職種 平均 養護老人ホーム
特別養護
老人ホーム

軽費老人ホー
ム・ケアハウス

年齢 49.3 51.2 54.5
給与 232,304 232,476 219,166
年齢 42.3 42.3 46.4
給与 204,805 195,695 202,158
年齢 44.5 49.4 49.9
給与 176,281 171,071 169,636
年齢 49.9 45.2 45.3
給与 202,899 191,332 177,878

施設数 20 91 16

※養護老人ホームは、公設公営施設2施設を除く

（２）平均年齢・平均給与（児童福祉施設） （単位：歳、円）

職種 平均 保育所 児童養護施設

年齢 40.2 36.9
給与 236,111 251,139
年齢 47.9 43.3
給与 217,407 294,878
年齢 41.4 50.4
給与 213,007 217,720
年齢 43.2 50.7
給与 209,932 256,606

施設数 208 13

（３）平均年齢・平均給与（障害者（児）福祉施設） （単位：歳、円）

職種 平均 身体障害者施設 知的障害者施設 障害児施設

年齢 45.2 44.4 40.7
給与 239,098 252,218 267,833
年齢 65.0 47.3 45.2
給与 174,050 203,887 229,976
年齢 48.2 42.8 41.2
給与 254,035 231,408 256,843

施設数 7 22 5

看護師等

事務員

看護職員

介護職員

調理員

保育士等

調理員等
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事務員
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